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１ ． 当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当事業年度におけるわが国経済は、前半はエネルギー・原材料価格高の影響などにより

減速基調で推移していましたが、国際金融市場の混乱が世界的な経済危機をもたらし、輸出

や生産が大幅に減少し企業収益や雇用情勢も厳しさを増すなど、景気は急速に悪化しまし

た。 

情報通信分野においては、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」「ＩＴ新改革戦略」がめざすユビキタスネット社

会の実現に向け、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に伴うネット利用の普及と携帯電話の急速な

成長による広がりに加え、通信と放送、固定と移動の融合や、ＳａａＳ（※1）等ネットを活用した

新たなサービスの拡大等、ダイナミックな構造変化が進展しました。 

ブロードバンドサービス市場においては、光アクセスサービスの拡大が続き、当事業年度

第１四半期には光アクセスサービスの契約数がＤＳＬサービスの契約数を上回り、また、インタ

ーネット・ＩＰ電話・映像サービスを一体的に提供するトリプルプレイサービスの本格化、パソコ

ン以外の情報機器等を活用した新たなサービスが登場するなど、市場環境が大きく変化しま

した。一方、電話市場においても、光アクセスサービスの拡大に伴い、既存固定電話から光ＩＰ

電話への移行が進み、また、他事業者によるドライカッパ回線を利用した直収電話サービス

やＣＡＴＶ事業者による電話サービスとの競争が続きました。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様のご期待に沿い、真に世の

中のお役に立てる「お客様志向の企業グループ」として、安定的なユニバーサルサービスの

提供・維持に努めるとともに、光・ＩＰを軸とした事業運営への転換を図るべく、増収に向けた

「成長戦略」、サービス向上に向けた「お客様への付加価値の提供」、コストダウンを実現する

「企業体質の強化」を３つの柱とする今後５年間の「ＮＴＴ西日本グループ中期経営戦略」を策

定し、取り組みを進めてまいりました。 

 

（１）光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

「ＮＴＴ西日本グループ中期経営戦略」の具現化に向け、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活

用した、信頼性に優れ、帯域確保型アプリケーションも利用可能な光アクセスサービス「フレ

ッツ 光ネクスト」については、昨年３月に、大阪市の一部地域でサービス提供を開始し、当

事業年度中にサービス提供地域の大幅な拡大を図り、大阪０６エリア、政令指定都市、県庁

所在地級都市の一部地域において、サービスの利用が可能となりました。今後、更なるサー

ビス提供地域の拡大を図り、平成２１年度内に現行光化エリアの約８割のお客様をカバーす

るまで拡大いたします。また、「フレッツ 光ネクスト ファミリータイプ」・「フレッツ 光ネクスト 

マンションタイプ」に加え、大容量データの送受信を可能にする最大通信速度が概ね１Ｇｂｐｓ

（※2）の法人向け新メニュー「フレッツ 光ネクスト ビジネスタイプ」、小規模集合住宅の各戸

に直接光ファイバーを引き込むメニュー「フレッツ 光ネクスト マンションタイプ ミニ ひかり

配線方式（※3）」、簡易かつ安価にプライベートネットワークを構築し高いセキュリティによる

通信が可能な「フレッツ・ＶＰＮ ワイド」を提供開始するなど、サービスを拡充しました。引き

続き、広帯域・高品質・高セキュリティ等の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の特長を活かした利

便性の高い新サービスの開発・提供など、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の魅力を更に向上さ

せるサービスラインナップの充実に努め、豊かなコミュニケーション環境の創造や新たなビジ

ネス機会の創出をめざした取り組みを推進してまいります。 

更に、光アクセスサービス「フレッツ光」（※4）を、より多くのお客様にご利用いただけるよう、
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月額利用料や工事費等の各種割引施策などを通じて販売の拡大を図るとともに、株式会社

ベネッセコーポレーション様とのインターネットを利用した通信講座「進研ゼミ中学講座＋ｉ

（プラスアイ）」（※5）と「フレッツ光」による安心・快適な学習環境の提供に向けた協業、ビジネ

スオンライン株式会社様とのフレッツ・アクセスサービスを活用したＳａａＳ会計サービスの展

開に向けた協業、ＴＯＨＯシネマズ株式会社様、角川シネプレックス株式会社様とのデジタ

ルシネマ（※6）の配信における協業など、幅広い分野の事業者と連携を図りました。また、株

式会社オプティキャスト様が提供する放送サービスと組み合わせることにより「フレッツ光」を

利用して地上デジタル放送・ＢＳデジタル放送等の受信が可能となる「フレッツ・テレビ伝送

サービス」の提供開始、パソコンから「ひかり電話」を利用できる「ひかりソフトフォン」の提供

開始、「フレッツ光」による便利で安心・快適な生活を提案する情報機器を「光ＬＩＮＫ（リン

ク）」としてシリーズ化するなど、光アクセスサービスの販売拡大に取り組むとともに、付加価

値の高いサービスの普及・拡大に努めました。 

 

（２）ソリューションビジネスの取り組み 

法人ビジネス分野については、自治体・防災・教育・農業・金融・医療等の分野に対し、

業界の特性や動向を踏まえたソリューションを中心に効率的かつ効果的な営業活動を展開

しました。 

特にデータセンタービジネスについては、グループ会社との連携による組織横断的な取

り組みの強化を図るとともに、システム監視・保守・運用サービス「ＴＳＷＡＴＴ（ティースワッ

ト）」とのセット提案の推進など、新規需要の開拓に努めました。 

また、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した法人向けネットワークサービス「ビジネスイー

サ ワイド」については、既存の回線監視機能に加え、お客様のＬＡＮ内端末機器の監視も

行う「ＬＡＮ/ＷＡＮモニタ」を提供開始しました。 

更には、デジタル・デバイドの解消及び地域のニーズに合わせたブロードバンドサービス

環境の提供に向け、各自治体と連携し、ブロードバンド環境整備に積極的に取り組みまし

た。 

 

（３）サービス・品質の向上に向けた取り組み 

「お客様志向の企業グループ」への進化をめざし、「ウィズ カスタマー活動推進室」を昨

年６月に設置し、１１６センタをはじめとした各種受付チャネルに寄せられるお客様のご要

望・ご意見等に積極的に応えていく取り組みを実施しました。例えば、“ひかり電話からナビ

ダイヤルが利用できるようにして欲しい”というご要望を実現するため、「ひかり電話」及び「ひ

かり電話オフィスタイプ」からＮＴＴコミュニケーションズ株式会社が提供する０５７０で始まる

「ナビダイヤル」への接続を昨年９月から開始しました。 

また、工事日即決の推進による光アクセスサービスの開通納期短縮や土休日受付・工事

について継続的に取り組むとともに、「フレッツ光」に接続されるパソコンやルータ等の機器

設定、メールソフト等のソフトウェアの設定や利用方法などのお問合せに、専用コールセンタ

ーのオペレーターが対応を行う「リモートサポートサービス」、当社の回線をお使いのお客様

がご利用されている情報機器のあらゆる問題の解決・故障修理にワンストップでお応えする

ため、他社商品までを対象とする「エージェントサービス」を提供開始するなど、光アクセスサ

ービスの利用拡大に向け、お客様に安心してご利用いただけるサービスの充実に努めまし

た。 

更に、ＮＧＮのサービスオペレーション業務に精通した技術者の育成や電話系サービス
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の安定的維持をめざし、技術力の更なる向上に関する取り組みを実施しました。とりわけ、光

プロフェッショナル人材の充実に向けては、２０１０年度末までに約２，４００名の技術者育成

の目標を掲げ、育成体系の整備を図るとともに、実践的な研修を実施しました。 

 

（４）事業運営体制の状況等 

今後も多種多様な情報機器が登場して家庭内ＬＡＮに接続されるなど、お客様宅内のＩＴ

環境は、個々のニーズやライフスタイルに応じた、コンサルティングや構築・運用サポートな

どのサービスが求められると想定されることから、ホームネットワークに関する専門特化型の

会社「株式会社ＮＴＴ西日本－ホームテクノ関西」をはじめとする６社を昨年４月に発足させ、

同年７月より営業を開始しました。 

また、１１６センタに音声自動応答装置（ＩＶＲ（※7））を導入し、お客様からの各種お申込

み・お問合せを、音声ガイダンスにより目的に応じた専門窓口へご案内するなど、受付業務

の効率化を図りました。 

更に、各職場において実践してきた成果の水平展開を図る「ＫＡＩＺＥＮ活動」を通じて、

各種スキルに関する社内資格の創設や研修の強化、優良施策のデータベース化などの取

り組みを実施しました。 

 

（５）ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に寄

与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ西日本グループにおける事業

運営の重要な柱の一つとして位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成１８年６月制定）を

基本に、個人情報保護の徹底をはじめとした法令等の遵守はもとより、安心・安全な通信イ

ンフラの提供による信頼の維持・向上に努めました。また、昨年６月に「環境経営推進室」を

設置し、情報通信サービスの提供を通じた社会全体の環境負荷低減への貢献、自らの事

業活動に伴って消費するエネルギーの削減をはじめとした環境活動の推進に取り組みまし

た。更には、昨年４月に「いきいき共生推進室」を設置し、多様な人材の活用及び多様な働

き方の推進にも取り組みました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、今後更に「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」の理念を浸透さ

せつつ、グループ一体となったＣＳＲ活動を一層推進するために、ＣＳＲ経営の強化に努め

るとともに、「ＮＴＴ西日本グループＣＳＲ報告書」を発行し、ステークホルダーへの情報開示

にも積極的に取り組んでまいります。 

その他、安心・安全なサービス提供の取り組みとして、コンクリートポール（電柱）の折損事

故の未然防止に向け、目視点検が難しい地中部等のひび割れを診断できる装置の導入、

電柱点検に関する社内資格の創設などの取り組みを実施しました。 

更に、現在、唯一予知が可能とされる東海地震を想定し、有事の際、通信設備の復旧に

向けて迅速かつ的確な対応が行える体制の確立をめざし、様々な準備行動の実施、グルー

プ各社や関係省庁等との情報連携の確認など、具体的な実践演習を目的とした総合防災

訓練を実施しました。 

最後に、一昨年２月から同年８月にかけて実施した「ひかり電話」の一部のチラシ、新聞広

告、リーフレット、ダイレクトメールの表示について、取引条件が実際のものより著しく有利であ

るとお客様に誤認させるものであるとして、昨年７月に不当景品類及び不当表示防止法第６

条第１項の規定により、公正取引委員会から排除命令を受け、お客様にご迷惑をおかけしま

したことにつきまして、心より深くお詫び申し上げます。当社は、お客様にわかりやすい適正
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な広告物を提供するため、昨年６月より本社に「広告表示審査室」を設置し、すべての広告

物を、使用する前に、消費生活アドバイザー等の意見を取り入れながら審査するとともに、代

表取締役をトップとした「ビジネスリスクマネジメント推進委員会」において、広告表示に関す

る全社的な基本方針の検討や広告表示の適正な実施状況の点検を行うこととしており、引き

続き、これらの取り組みを通じて、お客様にわかりやすい広告表示を行ってまいります。 

 

（６）販売状況 

以上の取り組みの結果、営業収益は１兆８，２４３億円（前年同期比４．０％減）、経常利

益は１９５億円（前年同期比２１．６％減）、当期純利益は１５４億円となりました。 

 
※1：Software as a Service の略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を顧客の必要に応じて

提供する仕組みのこと。 

※2：１Ｇｂｐｓとは技術規格上の最大値。実使用速度は、お客様のご利用環境や回線の混雑状況によって

低下する恐れがある。また、お客様がご利用可能なトラヒックの他に通信を制御するための制御トラヒッ

クが流れており、実際に利用可能な最大通信速度は、１Ｇｂｐｓを若干下回る。 

※3：ＮＴＴ西日本収容ビルからマンションの共通部分を経由して、各住戸に直接光ファイバーを引き込む

「オール光」方式。 

※4：「フレッツ 光ネクスト」「フレッツ・光プレミアム」「Ｂフレッツ」の総称。 

※5：株式会社ベネッセコーポレーション様が提供する平成２０年度に中学１年生向けに開講した通信講座。

Ｗｅｂならではの音声・動画の解説や双方向性を活かした指導を通じて生徒の学力向上と高校合格を

支援。 

※6：従来のフィルムによる映画素材の配給をデジタルデータに置き換えたもの。 

※7：Interactive Voice Response の略。 



(単位　百万円)

資産の部

固定資産

電気通信事業固定資産

有形固定資産

機械設備 ５０９，３３４ ５１７，６６３ ８，３２８

空中線設備 ９，６０７ ９，６９４ ８７

端末設備 ２３，９５０ ２１，０５８ △ ２，８９２

市内線路設備 ８２８，４５２ ８２５，４８４ △ ２，９６８

市外線路設備 ５，４７２ ４，２１９ △ １，２５３

土木設備 ６０５，４３２ ５９０，２５３ △ １５，１７８

海底線設備 ３，９９０ ３，３０６ △ ６８３

建物 ４７９，１４６ ４６４，１２７ △ １５，０１９

構築物 １７，３５５ １６，２５３ △ １，１０２

機械及び装置 １，６５６ １，４７８ △ １７８

車両及び船舶 ２７８ ２２５ △ ５３

工具、器具及び備品 ４２，５４７ ３８，７７１ △ ３，７７６

土地 １７７，５９８ １８１，２９５ ３，６９６

リース資産 ２１，４３２ ５，１４９ △ １６，２８３

建設仮勘定 ２９，３０８ ２８，２５４ △ １，０５３

有形固定資産合計 ２，７５５，５６８ ２，７０７，２３７ △ ４８，３３１

無形固定資産 １０７，７３５ ９５，９７６ △ １１，７５９

電気通信事業固定資産合計 ２，８６３，３０４ ２，８０３，２１３ △ ６０，０９０

投資その他の資産

投資有価証券 ５，７７９ ４，７８７ △ ９９１

関係会社株式 ４６，００４ ４５，２０５ △ ７９８

出資金 － ２ ２

長期前払費用 ３，４４９ ３，０３７ △ ４１１

繰延税金資産 １５４，４１４ １４９，３７３ △ ５，０４１

その他の投資及びその他の資産 １０，９３０ ８，５９６ △ ２，３３４

貸倒引当金 △ １，４６６ △ ５６６ ８９９

投資その他の資産合計 ２１９，１１０ ２１０，４３６ △ ８，６７４

固定資産合計 ３，０８２，４１５ ３，０１３，６５０ △ ６８，７６４

流動資産

現金及び預金 １３５，９０１ １０５，０１９ △ ３０，８８１

受取手形 １０７ ３９ △ ６８

売掛金 ３０３，４３１ ２８２，１９２ △ ２１，２３８

未収入金 ３８，５５９ １８，９５９ △ １９，５９９

貯蔵品 ２５，７６２ ２７，９１２ ２，１５０

前渡金 ２，４３８ ２，４３６ △ ２

前払費用 ６，０４３ ５，９３７ △ １０６

繰延税金資産 ４，１５８ ４，０４８ △ １０９

その他の流動資産 １８，３６６ １６，３３６ △ ２，０２９

貸倒引当金 △ ２，２６４ △ ２，１３０ １３４

流動資産合計 ５３２，５０４ ４６０，７５１ △ ７１，７５３

資産合計 ３，６１４，９１９ ３，４７４，４０１ △ １４０，５１７

２．比較貸借対照表 

(平成20年3月31日) (平成21年3月31日)
科 目

第 ９ 期 第 10 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

固定負債

関係会社長期借入金 １，０２１，０３２ ９７７，６９８ △ ４３，３３３

リース債務 ３５，３２０ ８，４０９ △ ２６，９１１

退職給付引当金 ３４１，１７６ ３０４，６９６ △ ３６，４８０

未使用テレホンカード引当金 １１，３６０ １２，３２０ ９６０

その他の固定負債 ２０，００６ １８，１７７ △ １，８２８

固定負債合計 １，４２８，８９５ １，３２１，３０２ △ １０７，５９３

流動負債

１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １７７，７２４ １５８，３３３ △ １９，３９１

買掛金 １０１，５２０ ７８，９４０ △ ２２，５８０

コマーシャル・ペーパー － ５９，９９４ ５９，９９４

短期借入金 １００，０００ ２５，０００ △ ７５，０００

リース債務 １，０７６ ８０６ △ ２６９

未払金 ２３５，７９１ ２３３，５０７ △ ２，２８４

未払費用 ２０，０３８ １８，５３９ △ １，４９８

未払法人税等 ５４０ ８９９ ３５８

前受金 ５，８４１ ５，８１７ △ ２３

預り金 ５４，１１４ ６８，８２５ １４，７１１

前受収益 １０１ ７２ △ ２９

受注工事損失引当金 １６１ １７１ １０

その他の流動負債 ８，１３０ ６，０３７ △ ２，０９２

流動負債合計 ７０５，０４１ ６５６，９４４ △ ４８，０９６

負債合計 ２，１３３，９３７ １，９７８，２４６ △ １５５，６９０

純資産の部

株主資本

資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

資本剰余金

資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

利益剰余金

その他利益剰余金 △ １，７５１ １３，６８９ １５，４４０

繰越利益剰余金 △ １，７５１ １３，６８９ １５，４４０

利益剰余金合計 △ １，７５１ １３，６８９ １５，４４０

株主資本合計 １，４８０，３０２ １，４９５，７４３ １５，４４０

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 ６７９ ４１１ △ ２６７

評価・換算差額等合計 ６７９ ４１１ △ ２６７

純資産合計 １，４８０，９８２ １，４９６，１５５ １５，１７３

負債・純資産合計 ３，６１４，９１９ ３，４７４，４０１ △ １４０，５１７

科 目
(平成20年3月31日) (平成21年3月31日)

第 ９ 期 第 10 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

電気通信事業営業損益

営業収益 １，７３５，６９３ １，６７０，００２ △ ６５，６９０

営業費用

営業費 ４３６，０６４ ４２８，０３０ △ ８，０３３

運用費 １８，４４８ １７，７６８ △ ６８０

施設保全費 ４８３，４４７ ４４６，０４７ △ ３７，３９９

共通費 ６９，５１１ ７２，９３３ ３，４２１

管理費 ９６，６１９ ９７，４５９ ８３９

試験研究費 ５０，７８８ ５１，１１４ ３２６

減価償却費 ４１８，６２４ ４００，０８２ △ １８，５４１

固定資産除却費 ４３，４７７ ４２，７００ △ ７７７

通信設備使用料 ３１，８７４ ３３，８２９ １，９５５

租税公課 ７０，３１８ ６８，３３３ △ １，９８５

営業費用合計 １，７１９，１７３ １，６５８，２９９ △ ６０，８７４

電気通信事業営業利益 １６，５２０ １１，７０３ △ ４，８１６

附帯事業営業損益

営業収益 １６５，５３９ １５４，３１８ △ １１，２２０

営業費用 １６８，１３４ １５８，２５４ △ ９，８８０

附帯事業営業損失（△） △ ２，５９５ △ ３，９３５ △ １，３４０

営業利益 １３，９２４ ７，７６７ △ ６，１５７

営業外収益

受取利息 ３９ １４ △ ２４

受取配当金 ７，０７０ ３，４３１ △ ３，６３９

物件貸付料 ４５，８７６ ４３，２６８ △ ２，６０７

雑収入 ６，５０１ ５，４２９ △ １，０７２

営業外収益合計 ５９，４８７ ５２，１４３ △ ７，３４４

営業外費用

支払利息 ２４，７４６ １９，５４０ △ ５，２０６

物件貸付費用 １８，０３７ １６，３７８ △ １，６５９

雑支出 ５，７３２ ４，４７４ △ １，２５７

営業外費用合計 ４８，５１５ ４０，３９３ △ ８，１２２

経常利益 ２４，８９６ １９，５１８ △ ５，３７８

特別利益

固定資産売却益 １９，４９７ － △ １９，４９７

厚生年金基金代行返上益 １３７，２８１ － △ １３７，２８１

特別利益合計 １５６，７７９ － △ １５６，７７９

特別損失

関係会社株式等評価損 １３，７８２ － △ １３，７８２

固定資産臨時償却費 ６０，１０６ － △ ６０，１０６

１３，１２０ － △ １３，１２０

２４，７０９ － △ ２４，７０９

１１１，７１９ － △ １１１，７１９

税引前当期純利益 ６９，９５７ １９，５１８ △ ５０，４３８

法人税、住民税及び事業税 △ １５，７８９ △ １，２４８ １４，５４１

法人税等調整額 １２３，４８８ ５，３２５ △ １１８，１６３

△ ３７，７４２ １５，４４０ ５３，１８３

３．比較損益計算書

第 ９ 期 第 10 期

増 減 （ △ ）
平成20年３月31日まで

科 目
平成21年３月31日まで

平成19年４月１日から

特別損失合計

当期純利益又は当期純損失（△）

未使用テレホンカード引当金繰入額

リース会計基準の適用に伴う影響額

平成20年４月１日から
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前事業年度  （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） （単位 百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 67,191 67,191 1,549,245 345 345 1,549,591

当期変動額

剰余金の配当 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

当期純利益 △ 37,742 △ 37,742 △ 37,742 △ 37,742

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

334 334 334

－ － － △ 68,942 △ 68,942 △ 68,942 334 334 △ 68,608

312,000 1,170,054 1,170,054 △ 1,751 △ 1,751 1,480,302 679 679 1,480,982

当事業年度  （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） （単位 百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 △ 1,751 △ 1,751 1,480,302 679 679 1,480,982

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　 －

当期純利益 　 　 　 15,440 15,440 15,440 　 　 15,440

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

　 　 　 　 　 　 △ 267 △ 267 △ 267

－ － － 15,440 15,440 15,440 △ 267 △ 267 15,173

312,000 1,170,054 1,170,054 13,689 13,689 1,495,743 411 411 1,496,155

４．株主資本等変動計算書 

繰越利益
剰余金

資本金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

利益
剰余金
合計

資本剰余金

その他利益
剰余金

当期末残高

株主資本

当期変動額合計

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期変動額合計

当期末残高
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(単位　百万円)

音声伝送収入(ＩＰ系除く） １，０１６，６６７ ８９６，４１３ △ １２０，２５３ △ １１．８

(再) 基本料 ６６４，８００ ６０５，６２２ △ ５９，１７８ △ ８．９

(再) 通話料 １１６，３１５ ９２，２９４ △ ２４，０２１ △ ２０．７

(再) 相互接続通話料 １５４，７９８ １３０，６５８ △ ２４，１４０ △ １５．６

ＩＰ系収入 ３８５，８７６ ４６０，４４１ ７４，５６５ １９．３

専用収入（ＩＰ系除く） １５８，２９４ １４９，１２２ △ ９，１７１ △ ５．８

電報収入 ２７，２３５ ２５，７９７ △ １，４３８ △ ５．３

その他の電気通信事業収入 １４７，６２０ １３８，２２７ △ ９，３９２ △ ６．４

電気通信事業営業収益合計 １，７３５，６９３ １，６７０，００２ △ ６５，６９０ △ ３．８

附帯事業営業収益合計 １６５，５３９ １５４，３１８ △ １１，２２０ △ ６．８

営業収益合計 １，９０１，２３２ １，８２４，３２１ △ ７６，９１１ △ ４．０

第 10 期
増　減　額

（△）

第 ９ 期

平成19年４月１日から
科 目

５．営業実績

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

増　減　率
（％）

平成20年３月31日まで
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 ６９，９５７ １９，５１８ △ ５０，４３８

減価償却費 ４３２，０７１ ４１２，８３４ △ １９，２３７

固定資産除却損 ２０，３０４ １８，９７１ △ １，３３３

厚生年金基金代行返上益 △ １３７，２８１ － １３７，２８１

固定資産臨時償却費 ６０，１０６ － △ ６０，１０６

リース会計基準の適用に伴う影響額 ２４，７０９ － △ ２４，７０９

退職給付引当金の増加又は減少(△)額 △ ６９，７０６ △ ３６，４８０ ３３，２２５

売上債権の増加(△)又は減少額 ６８，９４５ １１，２９６ △ ５７，６４９

たな卸資産の増加(△)又は減少額 ６，８１５ △ ２，１５０ △ ８，９６５

仕入債務の増加又は減少(△)額 △ ２７，９２２ △ ２２，７９６ ５，１２６

未払消費税等の増加又は減少(△)額 △ ９３７ △ １，１９３ △ ２５５

その他 １２，２９８ ３２，２６１ １９，９６２

小計 ４５９，３６１ ４３２，２６０ △ ２７，１００

利息及び配当金の受取額 ７，１０９ ３，４４６ △ ３，６６３

利息の支払額 △ ２５，００３ △ １９，９６９ ５，０３４

法人税等の受取又は支払（△）額 ２９，８５９ １６，８０５ △ １３，０５４

営業活動によるキャッシュ・フロー ４７１，３２８ ４３２，５４３ △ ３８，７８４

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ ３６３，８２６ △ ３８０，６９７ △ １６，８７０

固定資産の売却による収入 ２４，６３１ １７，１５１ △ ７，４８０

投資有価証券等の取得による支出 △ ６，６６５ △ ５３ ６，６１２

投資有価証券等の売却による収入 １０１ １７７ ７６

その他 １，０１８ ２，７４５ １，７２６

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３４４，７４０ △ ３６０，６７５ △ １５，９３５

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入による収入 １２４，０００ １１５，０００ △ ９，０００

長期借入金の返済による支出 △ ２１２，６２５ △ １７７，７２４ ３４，９００

短期借入による増減（△）額 ７０，０００ △ １５，００５ △ ８５，００５

リース債務の返済による支出 △ １，１１５ △ ２７，５５８ △ ２６，４４２

配当金の支払額 △ ３１，２００ － ３１，２００

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５０，９４１ △ １０５，２８８ △ ５４，３４６

７５，６４６ △ ３３，４２０ △ １０９，０６７

現金及び現金同等物の期首残高 ６４，２４４ １３９，８９１ ７５，６４６

１３９，８９１ １０６，４７０ △ ３３，４２０

現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額

現金及び現金同等物の期末残高

第 ９ 期 第 10 期

科 目

６．比較キャッシュ・フロー計算書

増 減 （ △ ）平成19年４月１日から 平成20年４月１日から
平成20年３月31日まで 平成21年３月31日まで
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７．役 員 の 異 動 

 

平成２１年６月１９日予定 

 

(1) 退任予定取締役 

代表取締役副社長  井 上  裕 生 （㈱ｴﾇ・ﾃｨ・ﾃｨ ﾋﾟｰ・ｼｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ入社予定） 

 

 

(2) 代表取締役予定者 

代表取締役副社長予定者 

    常務取締役     村 尾  和 俊 

 

 

 

（注） 役員の異動は内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、内容が定まった時点で発表 

いたします。 

 

以  上 


